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１．はじめに
地域の豊かさの程度を表す経済指標としてしば
しば一人当り県民所得が用いられる。「県民経済
計算」（内閣府）によって，最近時点（２０１２年度）
の徳島県の一人当り県民所得を見ると２７２万７千
円となっており，４７都道府県の高い方から２３番目
というようにほぼ中位に位置している。約１０年前
の２００１年度は，２６６万５千円で順位も３２位であっ
た。この間に，リーマンショック後の世界的な景
気後退期があったことも考慮に入れると，この不
況を乗り越えて豊かさが増していると評価できよ
う１）。ただ，２０１０年度からの直近３年間に焦点を
絞ると，２７５万５千円，２７４万７千円，２７２万７千
円と，その水準が頭打ちとなっているようにも見
受けられる。
一人当り県民所得は，労働力率と労働生産性に
分解できるが，一人当り県民所得の増加に対する
貢献度は後者の方が大きいと考えられる２）。この
ことは，一人当り県民所得を現在の水準からさら
に増加させるためには，労働生産性の向上が鍵と
なることを意味している。
そこで本稿では，「経済センサス活動調査」（総
務省）を用いて，本県事業所の労働生産性の現状
や特徴を把握し，これを持って，近時，頭打ち傾
向の見られる一人当り県民所得をさらに増加させ
るための対応策等を考える端緒を得たい。これが
本稿の目的である。
「経済センサス活動調査」（総務省）は，２０１２
年（平成２４年）に初めて行われた全国の事業所・
企業を対象として売上高等の経理事項も調査され
た悉皆調査である。労働生産性を計算するための
必要なデータについて十分とは言えない点もある
が，同一時点で調査されたデータが全産業で揃っ
ているなど多くの点で利用価値は高いと考えられ
る３）。
本稿の構成は以下の通り。まず，２節では「経
済センサス・活動調査」（総務省）によって本県
の事業所数や産業構造を概観する。続く３節では，
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業種別や規模別に本県事業所の労働生産性の特徴
を捉えることとする。４節では，３節で明らかに
なった本県の労働生産性の特徴の背景について簡
単に考察を加えることとする。そして最後にまと
めと今後の課題について言及する。
２．徳島県の事業所の概要
「経済センサス活動調査」（総務省）によると，
徳島県には２０１２年の調査時点で，３万７，２２６の事
業所があり，このうち法人事業所が２万２０７，個
人事業所が１万７，０１９ある。なお，法人事業所の
うち会社企業の事業所数は１万６，７３８である。本
稿では，この会社企業の事業所と個人事業所を分
析対象とする４）。
次に，業種別に事業所数を見ておこう。日本標
準産業分類（総務省）の大分類に基づいた事業所
数と構成比が図表１である。
会社事業所で最も構成比の高い業種が卸売業・
小売業で３２．１％となっている。次に構成比の高い
業種が建設業で１４．４％，製造業で１０．９％である。
この３業種で６割弱を占めている。個人事業所で
は，卸売業・小売業が２７．０％と最も高く，次で宿
泊業・飲食サービス業が１９．１％，生活関連サービ
ス業・娯楽業の１６．８％で，この３業種で約６割を
占めている５）。
従業者規模別業種別の事業所構成比を示したの
が図表２である６）。会社事業所では１～４人が
４１．１％，５～９人 が２８．１％，１０～１９人 が１７．４％
で，２０人未満の小規模事業所が全体の８６．６％と９
割弱を占めている。ただ，製造業，運輸業・郵便
業，医療・福祉の２０人未満の事業所構成比は７割
程度とやや低い。個人事業所では，１～４人が
８８．５％と，ほとんどの事業所が５人未満の規模で
ある。
３．徳島県の事業所の労働生産性
（１）生産性指標
生産性とは，単位当たりインプットによってど
れだけの量のアウトプットが生み出されるのかと
いうことを測る指標である。この指標として頻繁
図表１ 徳島県の業種別事業所数
会社事業所 個人事業所
構成比（％） 構成比（％）
全産業 １６，７３８ １００．０ １７，０１９ １００．０
建設業 ２，４０７ １４．４ １，１６６ ６．９
製造業 １，８３２ １０．９ １，０２０ ６．０
情報通信業 ２２７ １．４ １５ ０．１
運輸業，郵便業 ７８８ ４．７ ６８ ０．４
卸売業，小売業 ５，３８０ ３２．１ ４，５９４ ２７．０
金融業，保険業 ５２２ ３．１ ６４ ０．４
不動産業，物品賃貸業 １，１６４ ７．０ １，０７０ ６．３
学術研究，専門・技術サービス業 ５１９ ３．１ ６４１ ３．８
宿泊業，飲食サービス業 １，３２０ ７．９ ３，２４７ １９．１
生活関連サービス業，娯楽業 ８０３ ４．８ ２，８５８ １６．８
教育，学習支援業 ２５８ １．５ ６９９ ４．１
医療，福祉 ２９１ １．７ ９４９ ５．６
複合サービス事業 ２０４ １．２ ２４ ０．１
サービス業（他に分類されないもの） ７５９ ４．５ ５９９ ３．５
（資料）総務省「経済センサス活動調査（２０１２年）」
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に使用されるのは，労働生産性（Labor Productiv-
ity）と全要素生産性（Total Factor Productivity,
TFP）である。
労働生産性は，単位当たりの労働投入量によっ
てどれだけの生産が行われたのかということを見
たものである。アウトプットとしては生産物や付
加価値が用いられる。TFPは，インプットとし
て，資本等の労働投入量以外の生産要素も考慮に
入れて算出される。本稿では，「経済センサス活
動調査」で得られるデータを利用して，次式によっ
て求められる労働生産性（LP）を使用する。な
お，データの制約から付加価値額は実質化されて
いない。この点は注意を要する７）。
LP＝Y/L
ただし，Y：付加価値額，L：労働力（従業者数）
（２）徳島県事業所の労働生産性
徳島県事業所の業種別労働生産性と４７都道府県
の順位をまとめた表が図表３である。まず，会社
事業所の業種別労働生産性を見ると，中位以上に
図表２ 従業者規模別産業別事業所数
（法人）会社 個人
総数
１～
４人
５～
９人
１０～
１９人
２０～
２９人
３０～
４９人
５０人
以上
総数
１～
４人
５～
９人
１０～
１９人
２０～
２９人
３０～
４９人
５０人
以上
全産業（S公務を除く）
１６，７３８
１００．０
６，８８４
４１．１
４，７０４
２８．１
２，９１０
１７．４
９７４
５．８
６３２
３．８
５５３
３．３
１７，０１９
１００．０
１５，０６８
８８．５
１，５８２
９．３
３２７
１．９
２９
０．２
９
０．１
４
０．０
建設業
２，４０７
１００．０
９３８
３９．０
８６６
３６．０
４３１
１７．９
８０
３．３
６４
２．７
２５
１．０
１，１６６
１００．０
１，０４６
８９．７
１０６
９．１
１２
１．０
２
０．２
０
０．０
０
０．０
製造業
１，８３２
１００．０
４７３
２５．８
５０３
２７．５
３７２
２０．３
１８４
１０．０
１１５
６．３
１７７
９．７
１，０２０
１００．０
８３９
８２．３
１３３
１３．０
４３
４．２
４
０．４
１
０．１
０
０．０
情報通信業
２２７
１００．０
１１０
４８．５
４５
１９．８
３５
１５．４
１１
４．８
１３
５．７
１０
４．４
１５
１００．０
１３
８６．７
２
１３．３
０
０．０
０
０．０
０
０．０
０
０．０
運輸業，郵便業
７８８
１００．０
１５８
２０．１
２１０
２６．６
２０２
２５．６
７６
９．６
８２
１０．４
５７
７．２
６８
１００．０
６３
９２．６
２
２．９
３
４．４
０
０．０
０
０．０
０
０．０
卸売業，小売業
５，３８０
１００．０
２，４７５
４６．０
１，５５６
２８．９
８３４
１５．５
２３６
４．４
１４３
２．７
１０６
２．０
４，５９４
１００．０
４，２３５
９２．２
２３８
５．２
１０６
２．３
１２
０．３
３
０．１
０
０．０
金融業，保険業
５２２
１００．０
１６４
３１．４
１３０
２４．９
１２７
２４．３
５４
１０．３
３０
５．７
１５
２．９
６４
１００．０
６１
９５．３
３
４．７
０
０．０
０
０．０
０
０．０
０
０．０
不動産業，物品賃貸業
１，１６４
１００．０
９１９
７９．０
１６３
１４．０
５０
４．３
１２
１．０
１０
０．９
１
０．１
１，０７０
１００．０
１，０５４
９８．５
１６
１．５
０
０．０
０
０．０
０
０．０
０
０．０
学術研究，
専門・技術サービス業
５１９
１００．０
２８４
５４．７
１４９
２８．７
５７
１１．０
１１
２．１
５
１．０
１２
２．３
６４１
１００．０
５７３
８９．４
６２
９．７
６
０．９
０
０．０
０
０．０
０
０．０
宿泊業，飲食サービス業
１，３２０
１００．０
３３２
２５．２
３９３
２９．８
３４９
２６．４
１４５
１１．０
６３
４．８
３６
２．７
３，２４７
１００．０
２，６４６
８１．５
５１０
１５．７
８４
２．６
４
０．１
２
０．１
１
０．０
生活関連サービス業，
娯楽業
８０３
１００．０
３６９
４６．０
２００
２４．９
１１０
１３．７
５０
６．２
３６
４．５
２７
３．４
２，８５８
１００．０
２，７６５
９６．７
７８
２．７
１２
０．４
３
０．１
０
０．０
０
０．０
教育，学習支援業
２５８
１００．０
１３５
５２．３
５６
２１．７
３８
１４．７
１５
５．８
５
１．９
５
１．９
６９９
１００．０
６２５
８９．４
６２
８．９
１１
１．６
１
０．１
０
０．０
０
０．０
医療，福祉
２９１
１００．０
５７
１９．６
６８
２３．４
９８
３３．７
３８
１３．１
２０
６．９
１０
３．４
９４９
１００．０
５６６
５９．６
３２９
３４．７
４７
５．０
１
０．１
３
０．３
３
０．３
サービス業
（他に分類されないもの）
７５９
１００．０
２７３
３６．０
２１２
２７．９
１３０
１７．１
４２
５．５
３８
５．０
６０
７．９
５９９
１００．０
５５４
９２．５
４０
６．７
３
０．５
２
０．３
０
０．０
０
０．０
（注）表中上段は事業所数，下段は構成比（％）を表している。
（資料）総務省「経済センサス活動調査（２０１２年）」
徳島県事業所の労働生産性
―３５―四国大学経営情報研究所年報 第２１号 ２０１５
位置している業種は，製造業（１０位），情報通信
業（１９位），学術研究・専門・技術サービス業（５
位）の３業種である。中位程度が金融業・保険業
（２５位）と宿泊業・飲食サービス業（２４位）となっ
ている。個人事業所でも中位以上の業種は情報通
信業（１２位）の１業種のみであり，残りの業種は
３０位台や４０位台という低位に位置していることが
わかる。
徳島県の一人当り県民所得は中位程度であるが，
労働生産性の側面からこれをみると，本県の一人
当り県民所得の水準は限られた業種の労働生産性
によって支えられていると評価できるのではない
だろうか。
業種別労働生産性に，さらに従業者規模という
軸を加えて見てみよう８）（図表４）。これを見ると，
業種全体では中位より上の順位となっていた業種
は，規模別に見ると小規模の事業所と比較的規模
の大きい事業所の順位に乖離があることがわかる。
企業規模を通じて順位が必ずしも同程度と言うわ
けではないのである。例えば，製造業では１～４
人で４０位，５～９人が３１位，１０～１９人が３４位となっ
ている一方で，５０人以上の規模では８位である。
また，学術研究・専門・技術サービス業では，１～
４人が３１位，５～９人が４７位，１０～１９人及び２０～
２９人でともに４６位，という順位である一方で，３０～
４９人では２２位である。なお，情報通信業について
は，１～４人が２５位，５～９人が２８位，１０～１９人
が１５位，３０～４９人が１４位，５０人以上が１５位と，中
位から上位の順位に位置している。
こう見ると，本県事業所の労働生産性は，一部
の限られた業種の比較的規模の大きな事業所の水
準の高さに支えられているのではないかと考えら
れる。従業者２０人未満の小規模事業所の労働生産
性の水準は総じて相対的に低いと見受けられる。
４．低い労働生産性の背景
（１）労働生産性の変動要因
Foster et al．（２００１）によると，各産業におけ
る生産性水準の変化は，シェアを一定とした場合
の個々の事業所の生産性変化（内部効果），生産
性水準を固定した時のシェア変化（シェア効果），
図表３ 業種別労働生産性と順位
会社 個人
労働生産性
（万円）
順位
労働生産性
（万円）
順位
建設業 ３４６ ４１ ２１９ ４２
製造業 ６３０ １０ １４９ ４２
情報通信業 ６９１ １９ １８３ １２
運輸業，郵便業 ３８５ ３４ １１６ ４５
卸売業，小売業 ３８９ ４１ １７０ ４６
金融業，保険業 ９７７ ２５ １４１ ４７
不動産業，物品賃貸業 ４３７ ４４ １８１ ３１
学術研究，専門・技術サービス業 ８３４ ５ ２９０ ４７
宿泊業，飲食サービス業 ２０１ ２４ １１０ ３８
生活関連サービス業，娯楽業 ２９７ ４６ １０３ ４２
教育，学習支援業 ２５１ ２７ ６６ ４１
医療，福祉 ２４７ ２６ ３４０ ４５
サービス業（他に分類されないもの） ２９３ ３９ １８４ ４３
（注）順位は，労働生産性を高い方から並べた４７都道府県の順位である。
（資料）総務省「経済センサス活動調査（２０１２年）」
牧田修治・廣岡美幸
―３６― RIMIS SU，No．２１，２０１５
生産性変化率の高い事業所がシェアを拡大する効
果（共分散効果），生産性の高い事業所の参入効
果，生産性の低い事業所の退出効果に分解するこ
とができる９）。
金他（２００８）によると，１９９０年代のわが国の製
造業の生産性上昇が低迷したのは，内部効果の低
下に起因している。そして，この内部効果の低下
については，事業所の老朽化や新事業所の減少等
によって，新しい事業所が既存事業所の生産性を
追い抜いていく効果や既存事業所の中で将来の廃
業が予想されるような低い生産性の事業所が多く
なった可能性を指摘している１０）。
本県事業所の労働生産性について，仮に金他
（２００８）の見方が援用できるとすれば，本県事業
図表４ 従業者規模別業種別労働生産性と順位 （単位：万円）
従業者規模
１～４人 ５～９人 １０～１９人 ２０～２９人 ３０～４９人 ５０人以上
建設業
２６６ ２７２ ３４５ ４０７ ３９８ ４７６
４６ ４７ ３５ ３０ ３４ ３９
製造業
２０７ ３１４ ３４１ ４４３ ４０２ ７５２
４０ ３１ ３４ １７ ３７ ８
情報通信業
４８９ ５２４ ６３０ ５６３ ９５１ ７５９
２５ ２８ １５ － １４ １５
運輸業，郵便業
４６２ ３３６ ４０５ ３７８ ３６１ ４００
１２ ４２ ２５ ３２ ３６ －
卸売業，小売業
２４８ ４１０ ４０９ ４２５ ４０５ ２８３
４５ ３４ ３７ ２５ ２８ ３９
金融業，保険業
５３１ ５７７ ６５２ ９６０ １１７９ １３９５
３５ ４２ ４６ ３０ １４ １０
不動産業，物品賃貸業
３０５ ４６０ ３３３ ４８１ n.a. n.a.
３４ ４３ ４７ ３１ － －
学術研究，専門・
技術サービス業
３１２ ３４９ ３８７ ３７８ ５５２ n.a.
３１ ４７ ４６ ４６ ２２ －
宿泊業，飲食サービス業
１１５ １５７ １７８ １６３ １９６ n.a.
４２ ３６ ３９ ３４ １２ －
生活関連サービス業，娯楽業
１１６ ２２４ ２５６ ３４８ ３３８ ３２３
４５ ４６ ４７ ４２ － １７
教育，学習支援業
１２５ １７７ ２４０ ３２７ ４２７ ３７２
２２ ３９ ３６ ９ － ４０
医療，福祉
２６１ ３７５ ３６７ ３９６ n.a. ４８３
３５ ３７ ３４ ２ － ８
サービス業
（他に分類されないもの）
１７２ ３１０ ３５１ ３８０ ２７４ ２０６
３５ ４３ ３８ ２０ ４２ ４１
（注）１．表中の上段は労働生産性（万円），下段は労働生産性の高い方から並べた４７都道府県の順位を表している。
２．表中上段の「n.a．」は徳島県のデータが公開されていないことを表している。
３．データが非公開になっている都道府県がある場合には順位を付けていない。表中では「－」印で表して
いる。
（資料）総務省「経済センサス活動調査（２０１２年）」
徳島県事業所の労働生産性
―３７―四国大学経営情報研究所年報 第２１号 ２０１５
所は，他県に比べて事業所年齢が高い，すなわち
事業所の開設時期が古く，同時に開業率・廃業率
が低いという特徴を持っているのではないかと考
えられる。このことを，「経済センサス活動調査」
で確認してみよう。
（２）開設時期に関する特徴
「経済センサス活動調査」（総務省）での事業
所開設時期の区分は，１９８４年（昭和５９年）以前，１９８５
年（昭和６０年）～１９９４年（平成６年），１９９５年（平
成７年）～２００４年（平成１６年），そして２００５年（平
成１７年）以降は１年ごとである。ここでは，この
区分を利用して，１９８４年以前に開設された事業所
を年齢の高い事業所と便宜的に考えて，事業所全
体に対するこの区分の事業所数の構成比を見てみ
よう。図表５は会社事業所と個人事業所につい
て，１９８４年以前に開設された本県の事業所の業種
別構成比と，４７都道府県についてこの構成比を高
い方から順に並べた順位を見たものである。
これを見ると，会社事業所では情報通信業と医
療・福祉の２業種を除いた業種で，総じて中位以
上の高い順位となっている。順位が一桁台の業種
が表に掲げた１３業種のうち９業種もある。徳島県
の会社事業所は４７都道府県の中で比較的古い事業
所が多くを占めていることがわかる。個人事業所
についても会社事業所ほどではないが，中位以上
の業種が１３業種の内１０業種あり，このうち５業種
は一桁台である。
（３）開業率・廃業率に関する特徴
次に開業率・廃業率を見てみよう１１）。図表６は，
本県の会社事業所と個人事業所について業種別に
開業率と廃業率を算出し，高い方から順位付けし
たものである。
まず会社事業所では，開業率，廃業率ともに中
位以下の低い水準となっている業種が，製造業や
運輸業・郵便業など１３業種のうち６業種となって
いる。ただ，わが国の開業率の水準はもともと低
い水準であるから，都道府県間の順位に特段の意
味を持たない可能性もある１２）。そこで，特に廃業
率の低さに注目すると，本県の会社事業所は医
療・福祉，建設業を除いて４７都道府県の中では相
当に低い状況と見られる。
個人事業所を見ると，開業率，廃業率ともに中
図表５ 徳島県の１９８４年以前の開設事業所の構成比と順位
会社事業所 個人事業
構成比（％） 順位 構成比（％） 順位
建設業 ４７．５ １ ６２．２ １８
製造業 ５７．８ ３ ７４．２ ３
情報通信業 ９．３ ４４ ２０．０ ２６
運輸業，郵便業 ４７．７ ２ ３５．３ ２７
卸売業，小売業 ４１．２ ２ ７０．２ ５
金融業，保険業 ４３．１ ５ ４０．６ １０
不動産業，物品賃貸業 ３６．９ ５ ４９．３ ９
学術研究，専門・技術サービス業 ２４．５ １８ ３６．２ ４
宿泊業，飲食サービス業 ２３．８ ７ ２９．６ ２５
生活関連サービス業，娯楽業 ２３．４ ３ ５１．３ １９
教育，学習支援業 １８．２ ７ ３１．５ ２０
医療，福祉 ２．７ ３９ ２８．２ １７
サービス業（他に分類されないもの） ２９．５ ２４ ５９．６ ２
（注）表中の順位は，１９８４年以前の事業所構成比を，４７都道府県の高い順に並べたものである。
（資料）総務省「経済センサス活動調査（２０１２年）」
牧田修治・廣岡美幸
―３８― RIMIS SU，No．２１，２０１５
位以下の低い水準にある業種は卸売業・小売業や
金融業・保険業など４業種に止まる１３）。
５．おわりに
本稿で得られたファクトファインディングは以
下の通りである。
①本県事業所の労働生産性は，一部の限られた
業種・規模の事業所の労働生産性の高さに依
存して水準を維持している可能性がある。
②事業所の多くを占める小規模事業所の労働生
産性は，４７都道府県の中で低い水準である。
③開設時期が古い事業所が４７都道府県の中で相
対的に多い状況である。
④特に会社事業所では，廃業率が４７都道府県の
なかでも低い状況である。
こうしたファクトファインディングを基に大胆
に推論すれば，徳島県の事業所は年齢が高く，設
備の老朽化などによって生産性の水準が低い状況
となっているとともに，生産性の低い状態のまま
淘汰されずに存続している，と言えるのではない
だろうか。そして，このことは，裏を返せば労働
生産性の向上の余地が大いにあり，したがって一
人当り県民所得が今後まだまだ増加する可能性が
あると解釈することも可能であろう。
ただし，こうした推論はデータ加工の面などか
ら見ても極めてナイーブで初歩的な段階の観察に
基づいていることは言うまでもない。今後は，厳
格な手続きに基づいた生産性データの作成，及び
統計的な分析を蓄積していく必要がある。本稿は，
まだ多くの問題を残した状態のままであるがこれ
らは全て今後の課題としたい。
（脚注）
１）「県民経済計算」（内閣府）によると，２０１２年度の一人
当り県民所得の水準が２００１年度の水準を下回っている
県は２８，上回っている県は１９である。
２）中島（２００１）は，国民一人当り GDP変化率のほとん
どが労働生産性変化率の貢献によるものであることを，
世界銀行のデータベースで利用可能な１２９カ国の簡単
な散布図を使って示している。
３）「経済センサス」（総務省）の問題点，留意点などにつ
いては芦谷（２０１０）を参照のこと。
図表６ 徳島県事業所の開業率・廃業率と順位
会社事業所 個人事業所
開業率（％）順位 廃業率（％）順位 開業率（％）順位 廃業率（％）順位
建設業 ０．５３ ４７ ４．９６ ２３ ０．５３ ２２ ７．３５ ４
製造業 ０．７５ ２５ ４．０４ ３８ ０．６４ ２２ ６．７３ ２１
情報通信業 ２．１０ １４ ５．６５ ４５ ７．７４ ２ ５．１６ ４５
運輸業，郵便業 ０．７０ ４３ ３．４３ ４５ ２．１２ １ ６．８９ ３５
卸売業，小売業 ２．１６ ２２ ４．９２ ４３ ０．９７ ３３ ６．３７ ３１
金融業，保険業 １．９０ ４０ ５．３３ ４５ ０．５２ ４１ ７．８５ ４４
不動産業，物品賃貸業 １．１１ １９ ５．２８ ３９ ０．７９ １ ４．６０ １８
学術研究，専門・技術サービス業 １．２４ ３５ ４．９６ ４３ ０．８６ ４７ ５．５５ ２４
宿泊業，飲食サービス業 ４．６６ １０ ６．５５ ４１ ３．３８ ６ ８．５９ １２
生活関連サービス業，娯楽業 ２．２２ ４０ ５．９０ ３６ １．３３ ２３ ４．３１ ３０
教育，学習支援業 ３．７２ ３０ ７．３０ ３４ １．６６ １７ ５．６７ ４４
医療，福祉 ７．１７ ３４ ８．０７ １ ２．３７ ２１ ５．１０ １０
サービス業（他に分類されないもの） ２．０１ ５ ４．９０ ４０ ０．９３ ３８ ５．３６ ３７
（注）１．表中の順位は、開業率・廃業率を高い順に並べたものである。
２．開業率と廃業率の計算方法は脚注を参照のこと。
（資料）総務省「経済センサス活動調査（２０１２年）」
徳島県事業所の労働生産性
―３９―四国大学経営情報研究所年報 第２１号 ２０１５
４）ちなみに，法人事業所は会社企業と会社以外の法人に
分れ，徳島県では前者の数が１万６，７３８，後者の数が
３，４６９である。なお，会社以外の法人とは，独立行政
法人や社会福祉法人，学校法人，医療法人などのこと
である。
５）これは全国の産業構造と大きくは変わらない。参考ま
でに全国の上位３業種は，会社事業所が卸売業・小売
業が３１．１％，次いで建設業が１２．７％，製造業が１１．７％
である。また，個人事業所では，卸売業・小売業が
２２．６％，宿泊業・飲食サービス業が２０．４％，生活関連
サービス業・娯楽業が１４．７％となっている。
６）「経済センサス活動調査」の従業者の定義は，調査時
点で当該事業所に所属して働いている全ての人である。
７）「経済センサス活動調査」の付加価値額は，企業単位
で把握した付加価値額を事業従業者数によって傘下事
業所に按分することによって計算されたいわば推計値
である。付加価値額は次式によって計算される。
付加価値額＝売上高－（売上原価＋販売費及び一般
管理費）＋給与総額＋租税公課
８）「経済センサス活動調査」では，従業者規模別業種別
について，会社事業所と個人事業所を分けて集計デー
タを公表していない。すなわち，民営事業所（除く，
外国の会社，法人でない団体）として集計データを公
表している。この点，図表４は他の図表とは異なって
いることに注意が必要である。
９）日本語では伊藤・松浦（２０１１）の説明がわかりやすい。
１０）金他（２００８）では次のように説明している。「『学習効
果』として知られているように，新しい事業所は開業
後長期にわたって，生産性を上昇させ，既存の事業所
の生産性を追い抜いていく。また『死の影効果（shadow-
of-death effect）』として知られているように，将来廃業
によって閉鎖される事業所では閉鎖の５年以上前から，
生産性の低下が観測される。日本では事業所の老朽化
や新規事業所の減少により，学習効果の低下や死の影
効果の拡大が起き，これが内部効果下落の主因であっ
た可能性がある。」（pp．２５５－２５６）。
１１）開業率は，「新設事業所を年平均にならした数」の「期
首において既に存在していた事業所」に対する割合と
して求めている。また，廃業率は「廃業事業所を年平
均にならした数」の「機種に置いて既に存在していた
事業所」に対する割合として求めている。なお，「経
済センサス」では，新設事業所とは平成２４年２月１日
現在（「経済センサス活動調査」の調査時点）に存在
した事業所のうち，平成２１年７月２日（「経済センサ
ス基礎調査」の調査時点）以降に開設した事業所とい
い，廃業事業所とは，平成２１年経済センサス基礎調査
で調査された事業所のうち，平成２４年経済センサス活
動調査で把握されなかった事業所をいう。具体的な開
業率・廃業率の計算式は次の通り。
開業率・廃業率（%）＝（「新設事業所数・廃業事業所数」
÷３１×１２）／（平成２１年経済センサス基礎調査での事業
所数）×１００
１２）また，中小企業の生産性を分析した後藤（２０１４）によ
ると，２０００年代以降の若年企業の生産性の相対的な落
ち込みが明確に観察されると指摘している。これは，
生産性の高い企業が参入してこなかったり，参入した
企業がその後生産性を高められていないことを意味す
る，と解釈している。
１３）個人事業所では，予想外に開業率が比較的高いという
結果になっている。比較的開業率の高い一桁台の業種
が，情報通信業や運輸業・郵便業など４業種ある。
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